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令和７年度与党税制改正大綱（令和６年12月20日）（抄）

第一 令和７年度税制改正の基本的考え方

２．地方創生や活力ある地域経済の実現

（３）都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築

地方経済の活性化及び地方の生活環境の改善に向けた基盤づくりとして、地方税の充実確保を図る。また、

東京一極集中が続く中、既に地方に居住している人の流出を防止するとともに、都市部から地方への移住を拡大

する観点から、「若者・女性にも選ばれる地方」をつくることが重要である。このため、行政サービスの地域

間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題

の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

特に、住所地課税の例外となっている道府県民税利子割については、インターネット銀行の伸長等の経済社

会の構造変化により、あるべき税収帰属との乖離が拡大していることから、金融機関等の事務負担に配慮する

とともに、地方公共団体の意見を踏まえつつ、税収帰属の適正化のための抜本的な方策を検討し、令和８年度

税制改正において結論を得る。
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「骨太方針2025」
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○ 経済財政運営と改革の基本方針202５（令和７年６月１３日、閣議決定）（抄）

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

 ２．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（５）持続可能な地方行財政基盤の強化

急速な人口減少や東京一極集中により深刻化する地方公共団体における地域の担い手を始めとする資源の
不足や偏在に対応し、将来にわたり持続可能な形で行政サービスを提供していく観点から、市町村に対する
垂直補完、市町村間の水平連携、多様な主体との連携、デジタル技術の活用といった取組を推進し、地方公
共団体における事務執行上の課題に対応するため、国・都道府県・市町村の役割の見直しを含めた課題解決
に向けた議論を促進する。また、地方公共団体が連携して地域に必要な人材を確保・育成する取組や複数団
体による広域的な公共施設の集約化・複合化や共同利用を進めるための取組を推進する。

東京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共団体間の税収の
偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系
の構築に向けて取り組む。

地方公共団体が行う公共事業や施設管理、サービス等における価格転嫁の推進等や、地域を支える老朽イ
ンフラの適切な管理、地域医療提供体制の確保等のための取組を進めるとともに、地方の一般財源の総額を
確保して、地域における賃上げを起点とした成長型経済の実現を支える地方行財政基盤の持続性を確保・強
化する。

持続可能な地方行財政に向け、地方における生産性向上を推進するとともに、計画策定の効率化、経由事
務の廃止、経由調査の見直し、デジタル技術の活用といった事務の簡素化・効率化を進め、地方分権改革に
取り組む。



地方創生 2.0 基本構想
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○地方創生2.0基本構想（令和７年６月１３日、閣議決定）（抄）

第２章 地方創生をめぐる現状認識
１．人口・東京一極集中の状況
（２）人口の移動、若者と女性の地方からの流出

総人口が減少を続ける一方で、地方から都市圏、特に東京圏への転入超過が続いている。大阪府、愛知県はそ
れぞれ関西、中部地方の中で転入超過である一方、東京圏に対しては大幅な転出超過であり、福岡県、宮城県、
広島県等でも同様の傾向が確認できる。すなわち、地方から地域の中心都市に、その中心都市から東京圏へと
人口が移動する状況となっている。
東京圏への転入超過数を世代別に見ると、若年層がその大半を占めている。2024年は、10代と20代を合

わせて13万人を超える転入超過となっている。この背景として、若年層が進学や就職を契機に東京圏に転入す
る傾向があると考えられる。東京圏への転入者数と東京圏からの転出者数を性別ごとに見ると、2024年に男
性は約５万5,000人の転入超過、女性は約６万4,000人の転入超過となっている。また、男性に比べ、一度東
京圏に転入した女性は、地方に戻らない傾向にある。

４．これまでの地方創生 10 年の成果と反省
（２）反省すべき点

③国と地方の役割の検討の不足、関係機関等の連携の不足
東京圏へのヒト・モノ・カネの一極集中が進行した結果、地方公共団体が行う行政サービスに地域差・偏在が生

じ、そのことが更なる一極集中を招いているとの指摘もある。

第３章 地方創生 2.0 の起動
３．政策の５本柱
（３）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～

地方は過疎化が進むとともに、過度な東京圏への一極集中により、地方から東京圏に人口が流出し、地域コ
ミュニティや地域経済の持続可能性に悪影響を与えている。また、東京圏においても、住宅価格や賃料の高騰、
長時間通勤など、過密の進行に伴う弊害や、大規模災害リスクの可能性が指摘されている。国全体の持続的な
発展のため、東京一極集中の是正に向けた人や企業の地方分散を図る。



全国知事会「地方税財源の確保・充実等に関する提言」（令和７年７月２３日）（抄）

令 和 ７ 年 ７月２３日
全 国 知 事 会
（地方税財政常任委員会)

６ 税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築

全国知事会としては、地方が責任をもって、地方創生・人口減少対策をはじめ、福祉・医療、

地域経済活性化・雇用対策、人づくり、国土強靱化のための防災・減災事業など、地方の実情に

沿ったきめ細かな行政サービスを十分担っていく上で、地方税は最も重要な基盤であり、地方税

の充実とともに税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を目指すべきであるとか

ねてより主張してきた。

令和７年度与党税制改正大綱及び今般の骨太方針2025に取り上げられたとおり、東京一極集中

が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方団体間の税収の偏在や財政

力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系

の構築に向けて取り組むべきである。
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人口動態等
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わが国における年齢区分別人口の推移と将来推計

令和６年12月11日 新しい地方経済・生活環境創生会議（第２回）資料１を一部加工

○ わが国では、今後、総人口に占める生産年齢人口の減少は続き、老齢人口の割合は増加していく見込み。

○ ただ、令和３７年（２０５５年）以降は、前期高齢者・後期高齢者ともに減少していく見込み。

（備考）平成27年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳の人口を各歳別にあん分した人口）、令和２年は総務省「国勢調査」（不詳補完値）、 令和５年は総務省「人口推計（令和５年10月１日現在）」、
それ以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計） 」により作成。
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（出所）令和２年までは総務省「国勢調査」、それ以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 」をもとに作成。 7

都市圏別の総人口の推移

○ 都市圏の中でも、東京圏は人口増加の傾向が大きい。

東京圏… 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 関西圏… 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 名古屋圏… 岐阜県、愛知県、三重県
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（出所）令和２年までは総務省「国勢調査」、それ以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 」をもとに作成。 8

東京圏の総人口の推移

東京圏の中において、
・都以外の３県は令和２年（２０２０年）に人口が頭打ちになるのに対し、都は２２年(2040年）まで人口増加の見込み。
・都の人口シェアも増加し、令和３２年（２０５０年）には40％を超える見込み。
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生産年齢人口に占める各都市圏の割合の推移

東京圏… 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 関西圏… 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 名古屋圏… 岐阜県、愛知県、三重県

○ 生産年齢人口全体に占める各都市圏の割合を見ると、東京圏の占める割合が増加している。

（％）

（出所）令和２年までは総務省「国勢調査」、それ以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 」をもとに推計。
※計数はそれぞれに四捨五入しているため、計とは一致しない場合がある。
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東京圏の生産年齢人口の推移

○ 東京圏の中でも、東京都の生産年齢人口のシェアは今後さらに高まっていく見込み。
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（出所）令和２年までは総務省「国勢調査」、それ以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 」をもとに推計。
※計数はそれぞれに四捨五入しているため、計とは一致しない場合がある。
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推計

（出典）大正９年から令和６年までは総務省「国勢調査」「人口推計」。ただし、平成２７年及び令和２年は不詳補完値（年齢などの一部未回答情報を統計的手法で補完した値）。
令和７年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」

※昭和５０年以前は５年おきのデータとなっている

総人口・生産年齢人口に占める東京都のシェア推移

○ 平成12年（2000年）以降、総人口・生産年齢人口に占める東京都のシェアは継続して上昇。

総務省「持続可能な地方行財政の
あり方に関する研究会 報告書（令
和７年６月）」参考資料を一部加工

（参考）東京都の人口動態（令和５年）

人 口 ：＋ 7.0万人（日本人＋0.4万、外国人＋6.6万）

社会増減：＋11.9万人（日本人＋5.5万、外国人＋6.4万）

自然増減：▲ 4.9万人（日本人▲5.1万、外国人＋0.2万）

T9 14 S５ 10 15 20 2５ ３0 ３５ ４０ ４５ ５０ ５５ ６０ H2 ７ １２ １７ ２２ ２７ R2 ７ １２ １７ ２２ ２７ ３２
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東京都の人口動態（日本人）の推移

（出典）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」「住民基本台帳人口移動報告」

※昭和５３年以前は「自然増減数＝人口増減数－人口移動数」「社会増減数＝人口移動数」

首都圏工業等制限法
（1959～2002）

新産業都市法
工業整備特別地域法
（1962～2001）

工業再配置促進法
（1972～2006）

バブル期
リーマン
ショック

○ 東京都の人口動態（日本人）の推移を見ると、社会増減は平成８年（1996年）以降、一貫して増加。

総務省「持続可能な地方行財政の
あり方に関する研究会 報告書（令
和７年６月）」参考資料を一部加工



圏域ごとの転入超過数の推移

○ 都市圏別の転入・転出超過数をみると、東京圏への転入超過は継続。地方圏は転出超過で推移。

東京圏… 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏… 岐阜県、愛知県、三重県 関西圏… 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

（出所） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

東京圏,+11.9

うち東京都,+7.1

名古屋圏,▲1.2

関西圏,+0.3

地方圏,▲11.1
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（日本人移動者：万人）
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総務省「持続可能な地方行財政の
あり方に関する研究会 報告書（令
和７年６月）」参考資料を一部加工



東京都への転入超過の状況

○ 埼玉県以外の道府県は、東京都に対し転入超過の状況。

（転入超過の割合 ％【東京都への転入超過数（日本人移動者）/道府県人口（日本人住民）】）

（出所） 総務省「住民基本台帳人口移動報告（令和６年）」より作成 14
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東京都への男女別の転入超過数

○ 平成21年度以降、女性の転入超過数が男性の転入超過数を上回っている状況。

○ 直近10年間の女性の転入超過数は、同期間の男性の転入超過数の1.36倍となっている。

0
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
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男性 女性

（日本人移動者：人）

直近10年間の 男性の転入超過数 26.0万人

女性の転入超過数 35.3万人 （男性の1.36倍）

（出所） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成 15



女性の東京都への転入超過の状況

○ 平成８年以降一貫して女性の東京都への転入超過が継続し、コロナ禍を経て再び拡大傾向。

○ すべての圏域において女性の東京都への流入が発生。人口規模に比して北海道・東北で大きな影響。

北海道・東北
（700万人）

関東
（1,485万人）

東海
（747万人）

九州・沖縄
（739万人）

中国・四国
（557万人）

近畿
（1,057万人）

北陸・甲信
（402万人）

19.4
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0

（単位：万人）

12.5万人

9.5万人

11.9万人

16.6万人

8.7万人

10.4万人

19.4万人

転入超過数 ＋3.8
東京都
（708万人）

※カッコ内はR6.1.1現在の住民基本台帳人口（女性）

直近25年で累積89万人

東京都への転出者数

東京都からの転入者数

女性の東京都への転入超過の推移
（日本人移動者）

女性の東京都への転入超過数の内訳
（直近25年：89万人、日本人移動者）

（出所） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

東京都除く

16



都道府県別の未婚者の男女比の状況

○ 東京都では20～34歳未婚者の男女比が均衡に向かう一方で、地方部では同男女比の不均衡が依然として存在。

○ その背景にはさまざまな要因が考えられるが、東京都への女性の転入超過も一因と考えられるか。
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（出所） 総務省「国勢調査」より作成

平成22年 令和２年

20～34歳未婚者の男女比（女性１に対する男性の数、日本人）
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出生数の年次推移
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出生数の推移

○ 令和６年（2024年）のわが国における出生数は約68万６千人で、戦後初めて70万人を下回った。

第２次ベビーブーム

第1次ベビーブーム

（人）

令和６年（2024）
戦後最少の出生数

686,061人

（出所）厚生労働省「人口動態統計」を基に作成。令和６年は概数である。
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合計特殊出生率の推移

（出典）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成

※昭和４５年以前、都道府県別結果は「0,5」年のみ存在

昭和３５年, 2.00 

昭和４５年, 2.13 

平成元年, 1.57 

平成12年, 1.36 

令和５年, 1.20 

昭和35年, 1.70 

昭和４５年, 1.96 

平成元年, 1.24 

平成12年, 1.07 令和５年, 0.99 
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（参考）年齢５歳階級ごとに算出した15～49歳女性の出生率（令和５年） ※これを合計したものが合計特殊出生率

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 34～39歳 40～44歳 45～49歳 合計特殊出生率
東京都 0.00 0.03  0.18 0.39 0.29 0.08 0.00 0.99
全 国 0.01  0.08  0.32 0.45 0.27 0.06 0.00 1.20   

            差 ▲0.00   ▲0.05 ▲0.14 ▲0.06 0.03 0.02 0.00 ▲0.21

全国

東京都

総務省「持続可能な地方行財政の
あり方に関する研究会 第５回資
料を一部加工

S35 ４０ ４５ ５０ ５５ ６０ H2 H７ H１２ H１７ H２２ H２７ R2 R７
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47都道府県別の学生数

資料：文部科学省「令和６年度学校基本調査」により作成

○ 大学や専修学校の学生数は東京都に集中している。

（千人）

※大学の学生数には大学院生を含む
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大学／専修学校の学生数

大学 専修学校
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